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平成23年度鳥取県環境審議会（第1回） 1
平成２３年９月５日（月）午後１時３０分～３時３０分2
場所：ホープスター鳥取 ２階 真珠の間 3

4
（檜谷会長）5
皆さん、こんにちは。金曜日から台風が来まして、たぶん皆さんお疲れのこととは思いますけれ6
ども、多数参加をいただきましてありがとうございます。今回は第１回ということで、議事次第に7
ありますように議題が３件、報告が５件ということで盛り沢山でございます。２時間という限られ8
た時間ではありますけれども、ご活発なご討議をよろしくお願いいたします。9

10 
（白石課長）11 
はい、ありがとうございました。続きましては事務局を代表いたしまして、鳥取県生活環境部法12 
橋生活環境部長より一言ご挨拶を申し上げます。13 
 14
（法橋部長）15 
皆さん、こんにちは。先ほど檜谷会長からもお話がありましたように、大変な台風の直撃を受け16 
まして、非常に土木災害、それから農林災害、それから我々の関係でも水道等を相当やられまして、17 
特に西部地域、中部地域では今のところまだ断水しているころがございます。被災された方々にお18 
見舞い申し上げたいと思います。檜谷会長には鳥取県の防災顧問もお願いをしておりまして、土曜19 
日には早速対策本部のところで非常に貴重なご意見、アドバイスをいただきまして、そういった意20 
味で、お陰様で、和歌山県などで大変なことになっておりますけれども、鳥取県のほうでは今まで21 
人身的な被害がなかったということで、これも不幸中の幸いだったかなあというふうに安堵をして22 
いるところでございます。23 
今回の台風も非常に珍しい台風だったんですけれども、今年は本当に年末、正月からの大雪、歴24 
史的な豪雪だったり、言うまでもありませんが「３．１１」。東日本で大変な地震・津波、それから25 
原子力災害。本当に次々、自然の猛威、驚異というのが日本列島に住む私たちを襲ってくると。こ26 
ういう年になってしまいました。その中でもつくづくやっぱり自然というものとの付き合い方とい27 
うのをやっぱり考えていかなければいけないのではないかなあということで、特に東日本大震災の28 
これから復興・復旧を目指すにあたりましては、やはりエネルギーの問題、これが非常に大きくク29 
ローズアップされてきております。この環境審議会の中でも、これから環境基本計画の実行計画も30 
これから引き続き検討していただかなければいけませんけれども、地球温暖化等のいわゆる環境の31 
調和ということも含めて、これからエネルギーを大きく大転換させていかなければいけないと同時32 
に私たちの生活も含めてこの自然との掛け合い方をもう一度やっぱり考え直す時期に来ているので33 
はないかなあという思いでございます。34 
そういったことで今日は環境基本計画について、これまでずっと企画政策部会のほうで検討して35 
いただきました。それから、それとも関連がありますけれども、廃棄物処理計画につきましても検36 
討をいただいたところでございます。こういった各部会から報告いただきまして、それぞれまたこ37 
の全体会の中で揉んでいただければというふうに思っている次第でございますので、よろしくお願38 
いしたいと思います。なお、いろいろ４月以降開催が遅れておりましたけれども、この審議会も異39 
動に伴いまして新しく赤尾先生、それから細野先生、それぞれメンバーに加わっていただきまして、40 
また新たな形でご審議いただきたいというふうに、新たなメンバーでご審議いただきたいと思って41 
おります。これからも大変お世話になりますけれども、これから非常に環境問題というものが県政42 
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上、非常に重要なテーマになってくる時代でございますので、活発なご審議、忌憚のない意見交換1
をよろしくお願いしたいと思います。失礼いたしました。2

3
（白石課長）4
はい、ありがとうございました。続きまして、本日お配りしております、資料の確認のほうをお5
願いいたします。資料は次第と書いてあるところから始まりまして、資料１－１と書いてあるもの、6
それから資料２－１、あと資料３－１、それから今度は１枚ずつ資料４、５、６、７、最後は８ま7
で来まして、最後ちょっと参考資料１というものを付けております。関係各署の分厚いものを付け8
ておりますので、ご確認いただけたらと思います。ここでちょっと訂正でございますけれども、の9
次第のほうに付けております、１枚めくっていただきまして裏のほうの配席表でございますけれど10 
も、見ていただきましたら分かりますが、石川委員様と増田委員様の場所が入れ替わっております。11 
ご訂正をよろしくお願いいたします。それと岸本委員様のお名前、最初ご欠席ということだったの12 
で入れませんでしたけれども、今日ご出席いただきましたので岸本委員様も入れていただきますよ13 
うにお願いいたします。それと、資料は事前に送らせていただきましたものから若干修正等をいた14 
したものもありますので、ご了解いただけたらと思います。そうしますと、本日出席していただい15 
ております委員さんの数でございますけれども、今委員数30名中この会場に今23名来ておられま16 
す。熊谷委員様につきましては５分ぐらい遅れてからお見えになるということですので、しばらく17 
したら全員ご出席ということになります。鳥取県環境の保全及び創造に関する基本条例第 32 条第18 
２項に定める審議会の定足数である半数以上、これを満たしていることをご報告いたします。続い19 
て、審議会委員の方の変更が２名ございます。企画政策部会の金子先生のご後任といたしまして細20 
野先生。それから廃棄物・リサイクル部会の近藤先生のご後任として赤尾先生をそれぞれ任命させ21 
ていただきました。新任の委員の先生のご挨拶を一言ずつお願いいたします。まずは、細野委員様22 
からお願いいたします。23 

 24
（細野委員）25 
ただ今、ご紹介いただきました鳥取環境大学の細野でございます。たまたま新任の環境大臣と同26 
じ名前ですけども特に関係はございません。よろしくお願いいたします。27 

 28
（白石課長）29 
続きまして、赤尾委員様お願いいたします。30 

 31
（赤尾委員）32 
鳥取大学の赤尾と申します。よろしくお願いいたします。このような席は初めてでして非常に緊33 
張しておりますが、よろしくお願いいたします。34 

 35
（白石課長）36 
そういたしましたら、今後の進行は檜谷会長にお願いいたします。よろしくお願いいたします。37 

 38
（檜谷会長）39 
はい。それでは、審議のほうにいきたいと思います。お手元の議事次第の１の１です。鳥取県廃40 
棄物処理計画についての答申案から議事に入りたいと思います。本件については昨年４月に当審議41 
会で廃棄物・リサイクル部会に検討していただいたものです。まず、現在までの計画案の策定状況42 
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などについて、事務局のほうからご説明をお願いします。1
2
（事務局）3
それでは、資料１－４をお開きください。鳥取県廃棄物処理計画(答申案)概要版というものがご4
ざいます。これに基づきまして掻い摘んでご説明したいと思います。まず、「計画策定の趣旨等」で5
ございますけれども、ここに書いてありますとおり「この計画は、廃棄物処理法に基づき、今後の6
本件における廃棄物処理等に関する基本的な事項について定めるもの」ということで、いわゆる法7
定計画であります。対象廃棄物は、法に定める「一般廃棄物」と「産業廃棄物」がありまして、期8
間は平成23年度から平成26年度の４ヶ年というふうになっております。２番は「廃棄物の現状と9
将来目標」でございますが、一般廃棄物と産業廃棄物。それぞれ数値目標を掲げております。まず10 
は一般廃棄物でございますけれども、右側の表を見ていただきますとグラフを見ていただくとリサ11 
イクル率を折れ線で示しております。これでいきますと、県は平成 21 年に国を逆転するなど順調12 
に向上しているわけでありますが、その要因は市町村のごみ袋の有料化であるとか、それから生ご13 
みの資源化の取組の広がりということだと認識しております。目標はこのペースで30%を目指して14 
おりまして、これは全国でもトップクラスであります。ちなみに国のほうは25%の目標値でありま15 
すので、それより５%高めに設定させていただいております。これに連動しまして排出量のほうで16 
すけれども、現在１人１日当たり913gでありますが、これを目標年度には880gとする目標で計画17 
であります。つまり来年、約10g程度の減量を図ってみたいということが一般廃棄物のほうの目標18 
設定であります。19 
続きまして産業廃棄物でありますけれども、現在リサイクル率が75.5%でありまして、廃プラス20 
チック類の燃料化が進んだことにより順調に向上いたしております。国と比較しましてもリサイク21 
ル率は本県がとっても高いベースで推移しているというような現状であります。それから一方で排22 
出量は 57万 6千トンということで増加いたしております。これは民間の建設工事の増加が主な要23 
因と認識しております。今回の目標なんですけれども、目標設定におきましては排出量を何とか抑24 
えたいということで、現状レベルで 57万 6千トンをスライドさせて、これを目標といたしており25 
ます。当然ながら通常考えますと、経済というものは成長いたしますので経済成長率も併せてごみ26 
の排出量が増えていくわけであります。そうしますと、経済GDP１%を目指そうと思えば、ごみは27 
単純推定では 60 万トンということが出てくるわけでありますけれども、そこを何とか減量化を頑28 
張りまして57万6千トンに設定するということであります。併せてリサイクル率は0.5%アップの29 
76%といたしまして、最終処分量は現在2万7千トンでありますけれども、４千トンを減量化した30 
2万 3千トンにする計画であります。問題は目標を達成するためにどういったことをやっていくか31 
ということにつきまして、次のページでご説明をしたいと思います。32 
ここで「目標達成のための施策の方向と主な施策」ということでありまして、そこに最初に記載33 
していますとおり「県民、NPO 法人、事業者、行政が、お互いに連携・協働して全国をリードす34 
る環境実践」。最近、知事が「とっとり環境イニシアティブ」というふうに言っているんですけれど35 
も、こういった取組を進めて「リサイクルフロンティアとっとり」の創造に向けて次の四つの柱を36 
基本にした取組を行っていくというのが基本的な方向であります。まず１番目なんですけれども、37 
「４R社会の実現」であります。これは大量生産、大量消費、大量廃棄型の従来の社会のあり方や38 
ライフスタイルを今一度見直して、４Rが定着した循環型社会の形成を目指すというもので、主な39 
取組といたしましては、「ごみ減量・リサイクルの推進」とありますけれども、これは地域のリサイ40 
クルシステムの構築を進めていこうということを主眼にした取組であります。まずは、産学官が連41 
携して地域の企業と結集して、地域の実情に合わせたリサイクルの方策を検討していく中、市町村42 
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等のモデル的な取組を先導的に支援していく。更にはリサイクルにおいて貴重なプレーヤーである1
リサイクル事業者に対しても、ビジネスとして成立するような支援をしていくということがこの取2
組となっております。また、２といたしまして「県民との協働とネットワークづくり」ですけれど3
も、これは個人、家庭と個別に取組む実践活動の促進とネットワーク化に取組むということであり4
まして、具体的には生ごみの水切り等、ごみ減量リサイクル実践者の拡大を図るとか、経済的イン5
センティブ。例えば資源ごみ持込量に応じたポイント付与、貯まっていったポイントでありますが、6
そういった取組の活用をした仕組みを進めていきたいと。併せて、ごみ減量リサイクルの象徴的な7
取組みであるノーレジ袋やグリーン購入の推進にも引き続いて取組んでいこうと考えております。8
また、これらの取組と相まって行う普及啓発の観点から「環境教育・環境学習」というものがござ9
いまして、これにつきましてはこれまでの取組に加えて「ちびっこエコスタート」等、幼児期等か10 
らの環境意識の醸成に積極的に取組むことをいたしております。11 
また、産業廃棄物の４Rにつきましては、排出事業者の自主的な取組の推進やTEASの推進。特12 
に先ほどご説明をしました産業廃棄物の排出が増えておりますので、その減量化を推進するため多13 
量排出事業者で年間 1,000トン以上を排出するような事業所でありますが、県内に約 90社ほどそ14 
ういった事業所があるので、そういったところにきめ細かな指導を徹底していく。更には「産業廃15 
棄物のリサイクの向上と最終処分量低減の促進」として、排出量で最も多い建設の廃棄物、これに16 
つきまして、建設リサイクル法に基づく指導の徹底を図っていこうということを考えております。17 
次の柱でございますが、２として「リサイクル産業の振興」ということで、これは持続可能な循18 
環型社会の形成を進めていくためには、リサイクル産業の振興を推進していくことの観点から、リ19 
サイクル技術の開発や事業化、その整備に対する支援を行っていくものでありますが、今回の取組20 
といたしましては、「リサイクル産業への参入促進と既存企業の成長支援」ということで、これまで21 
取組んで参りましたリサイクル新技術・製品開発等への支援に加えて、リサイクルビジネスモデル22 
の創出ということで、事業化の支援を事業者を対象に徹底的にやっていこうと。併せて、公設試験23 
研究機関で先進的な技術の確立をしてもらって、その地域に波及させていこうということに積極的24 
に取組んでいきたいと考えております。また、この取組と併せまして「リサイクル製品の利用促進」25 
を図っていくことも大変重要であります。このためにこれまで取組んでおりましたけれども、鳥取26 
県グリーン商品認定制度と利用促進。こういったものや産学金官。金と言いますと金融機関であり27 
ますけれども、この連携によるビジネス交流会、開催交流に取組んでいきたいと考えております。28 
更には、「地域の強みを活かした更なるリサイクル産業の育成」ということでは、リサイクルポート29 
に指定されましたので、これでリサイクルのそういう機能が格段にアップしたわけであります。こ30 
ういったことを活用したリサイクルビジネスの推進、アクションプランの推進に取組んでいきたい31 
と考えております。32 
次の柱ですけれども、「低炭素社会との調和」ということで、今日、地球温暖化対策の実施が喫緊33 
の課題となっていることから、廃棄物系バイオマスの利活用を推進し、「循環型社会」と「低炭素社34 
会」との調和を目指すというものであります。具体的には、「廃棄物由来のエネルギー・熱回収の推35 
進」ということで、市町村、民間焼却施設のエネルギー・熱回収の推進や廃棄物系バイオマスの燃36 
料化推進ということで、具体的には紙おむつであるとか、下水汚泥の燃料化、更には木質バイオマ37 
スの利用促進に取組んでいきたいと考えております。38 
最後の柱でありますが、「廃棄物の適正処理体制の確立」ということであります。廃棄物の適正な39 
処理を推進するため、優良な処理業者等の育成や廃棄物処理施設等に対する監視指導の徹底、更に40 
は廃棄物処理施設の確保を進めていくというものでありまして、具体的には「産業廃棄物の適正処41 
理の推進」といたしまして、業者体制になりますけれども、国の優良事業者の認定制度の普及や電42 
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子マニフェストの普及。更には、県内に管理型最終処分場がなく、県外処分場に依存しているとい1
うのが現状でありますので、公共で積極的に関与して管理型産業廃棄物最終処分場の確保を進める2
ということになっております。具体的には現在、財団法人鳥取県環境管理事業センターのほうで最3
終処分場の確保を検討されておられますので、これについても県として積極的に関与していこうと4
考えているところであります。その他、「不法投棄の撲滅」といたしまして、従来の市町村、警察、5
隣接県等との連携を強化した不法投棄防止対策に加えまして、多様な主体による監視体制の強化と6
いうことで、具体的には民間団体との通報協定の締結等を図っていきたいと考えております。また、7
東日本大震災では注目されつつある災害廃棄物でございますけれども、「災害廃棄物等の適正な処理8
体制の確保」ということで、他県との広域的な協力体制の構築と推進。こういったものを新たな柔9
軟な体制をつくっていかないとなかなか一自治体では処理も困難なものですから、こういうことも10 
考えていきたいと思っております。併せて、海岸漂着ごみの処理体制の確保といたしまして、海岸11 
管理者を中心とした未然防止や処理体制の構築を図っていきたいと考えております。12 
以上が計画を推進していくための主な取組でございますが、最後４番。「計画の推進」でございま13 
すけれども、本計画の進行管理はPDCAサイクルにより行うと共に、法制度の改正等の内容によっ14 
ては、計画期間内であっても必要な見直しを行っていこうと考えていくものであります。15 
因みにこの計画につきましては、次の資料１－５を見ていただきますと、７月21日～８月17日16 
まで県民を対象にパブリックコメントを募集いたしました。結果ですけれども、意見の件数が 4617
件。20名の方からのご意見を伺いました。その内訳はそこに書いてあるとおりでありますけれども、18 
この中で主な意見を２、３ご紹介いたしますと、反映する意見として整理いたしました中に、いわ19 
ゆる「４Rについて言葉の訳語を再検討されたい」というものであります。「リフューズ」は「断る」20 
としてはどうかということで、実はこれは素案段階では「リフューズ」を「発生抑制」という言葉21 
に変えておりました。非常に分かり難いということで、「断る」としてはどうか。それから、リサイ22 
クルにつきまして再資源化とか、再生利用という言葉は計画書では混在しておりましたので、これ23 
を統一してはどうかということでありました。結果といたしまして、「リフューズ」は「断る」とい24 
うことにいたしまして、「リサイクル」につきましては「再利用」に統一しようと考えております。25 
それから２つ飛びまして、「資源小国日本であり、循環型の社会形成が急がれている。特にレアメタ26 
ルの回収等に力を入れるべき」ということで、これは最近新聞にも出ている動きでありまして、的27 
を得た意見だと思いますけれども、これに関しましても素案では、とりあえず事業者に対する支援28 
と公設試験研究機関において、レアメタルを抽出する技術について記載をしておりました。こうい29 
った意見を踏まえまして、市町村等と小型家電の回収システム構築の検討を行うことも計画上、反30 
映させたいというふうに考えております。だいたい反映する意見の主なものは以上なんですけれど31 
も、一方ちょっとこの意見は計画に反映できないなというものもありまして、裏のページをちょっ32 
と見ていただきますと、対応が困難な意見というところであります。そのうちの１番目に「廃棄物33 
処理の影響は住民が平等に負担するように地域持ち回りで建設を行う。但し、地域住民全員が誘致34 
を賛成する場合は別とするという、廃棄物処理施設の建設位置を決める事項を処理計画に入れるべ35 
き」という、こういったご意見もありました。確かに廃棄物処理施設は迷惑施設であることから、36 
住民の抵抗が非常に強い施設であります。そういうことも踏まえたご意見だと思うんですけれども、37 
ただ計画の整理といたしましては、こういうことは市町村の処理施設全体に言われていますので、38 
この整備につきましては市町村がごみの減量化・リサイクルを推進する中で、地域の実情などに応39 
じて決定していただくことが基本と考えておりまして、そういった建設位置を決める事項等を当該40 
計画に盛り込むことは困難ではないかということで、この計画への反映は今回は控えさせていただ41 
きました。主な意見は以上です。42 
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（檜谷会長）1
はい、ありがとうございました。それでは引き続いて、ご検討いただいた部会での審議結果を部2
会長の石川先生からご報告いただきたいと思います。3

4
（石川部会長）5
失礼いたします。平成22年４月23日付けで廃棄物・リサイクル部会に付議されましたこの廃棄6
物処理計画につきまして、審議をいたしました結果、資料１－６の案のとおりとすることが適当で7
あるとの結論になりました。以上、ご報告を申し上げます。8

9
（檜谷会長）10 
はい、ありがとうございました。それでは、議事の１番です。廃棄物処理計画について、質問、11 
ご意見等ありましたらお願いいたします。どうぞ。12 

 13
（日置委員）14 
産業廃棄物のうち、瓦礫というのが含まれておりますけれども、建設残土というのはどういう扱15 
いになるのでしょうか。16 

 17
（事務局）18 
建設残土は資材になりまして、産業廃棄物という整理にはなっておりません。19 

 20
（日置委員）21 
分かりました。最近、海岸部において、砂を売却する業者が大きな穴を掘ってそこに建設残土受22 
け入れという事案がかなりあるんですけれども、一応法的には適法とは思われるんですけれども、23 
本来は海岸植物の立地等を保全するという観点からは、決して好ましいことではないというふうに24 
私は思っておりまして、そういう観点でちょっと質問をさせていただきました。25 

 26
（檜谷会長）27 
続いて、何かご意見はありますか。28 

 29
（髙島委員）30 
素朴な疑問なんですけれども、よく今いろんなところで無料で、例えばブラウン管とか、鉄くず31 
屋とか、いっぱい出てきているわけです。無料というので行ったら、この間も私はパソコンのモニ32 
ターを捨てに行ったんですけれども。ただ、ああいうのをリサイクルセンターとかで言うと、ブラ33 
ウン管の場合は郵便局に行って、いくら振り込んで、又は電器屋に行ったら、いくら掛かって。お34 
そらくそういうきちんとやろうかと思ったら手間とお金が掛かって、尚且つ大きいモニターですと35 
自分で持って行って、あっち行って、こっち行ってという。ただ、町中に行くといろんなところで36 
無料回収屋さんというのが、とにかく金属があれば何でもいいんです。例えば、モップでも金属部37 
分があれば何でもいいですっていうところがあるんです。「大きなブラウン管に関しては、お金がい38 
るからちょっと無理だ」って言いますけど、一般的には 21 インチとか、そのへんのは全然回収し39 
てくれるわけです。不法廃棄・投棄の問題というのは、おそらく手間とお金が掛かるから捨てられ40 
ると思うんです。ただ、一方でああいう民間の業者さんが無料でいろんなものを回収してくれてい41 
るのは、どういう理由であの人たちが儲けているのかは知りませんけども。それを各市町村のこう42 
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いういろんな、倉吉だったらほうきリサイクルセンターとか、いろんなそういうところに行くと、1
今いったようなことを。行政として同じ民間で同じサービスが、もしあそこに行ったらタダで引き2
取ってくれるとなれば、不法投棄を監視することも確かに重要かもしれませんけど、元々はお金と3
手間が掛かるから捨てられると思うんです。だから、それは民間のようにどうして県としてできな4
いのか。たぶんどこでもこういうのは公共的なところがしているというのは、無料でということは5
聞いたことがないですが、そのへんを仕組み的にどうして民間は儲かって、行政がやるとお金がい6
るのか。ちょっと筋が違うかもしれませんが、教えていただきたいんですけれども、どうしてでき7
ないのか。8

9
（事務局）10 
今言われたのは、いろんな実は問題が内向しているんですね。答えに直接あたるかは分かりませ11 
んけれども、今無料で集めている業者について行政的にはどう捉えるかということなんです。我々12 
の廃棄物処理法に則っていろんな業種の仕事をやっている中で、今無料で回収をされているという13 
ことでありますから、本来なら廃棄物があるならば処理料金を払って処理をするっていうことが基14 
本なんですけれども、無料でやっているということは向こうにとっては有価物として法的処理して15 
いるということになりますので、廃棄物ではないという整理なっているんですよね、元々は。です16 
から、基本的には無料で取引がある以上はそれは廃棄物の外での商売ということに一応なっていま17 
す。ただ、問題はそれに対して黙認している訳ではないですけれども、それは良いことかどうかと18 
いう話になります。結論から言いますと、今回の地デジの対応があってテレビも捨てるということ19 
がある中で、実際ああいった業者が非常にうまく機能して、不法投棄が抑制されたという面もある20 
かもしれません。あるかもしれませんが、国からは「微妙な商売である」ということで一つの通知21 
が出ていまして、基本的には国民の皆様には一般廃棄物の運送許可のない不用品の回収業者に安易22 
に粗大ごみや不用品処理を依頼することは、不法投棄を助長する可能性があるので、できれば市町23 
村のシステムの中で処分していただくようお願いするというようなことが基本線となりまして、24 
我々もその手の業者に対しましては本当に無料でやっているかどうかということを一回立ち入り調25 
査をしてチェックをしているというような段階であります。今のところ鳥取県で多く消費者生活セ26 
ンター等なんかに「無料と言って持っていったのに、有料でお金を取られてしまった」という苦情27 
はあまりないような現状ではあるので、表立って大きな騒ぎにはなっていませんけれども、他県で28 
はそういうことが問題になっているところもありまして、何とか廃掃法の抜け道でやっている商売29 
でありますけれども規制はできないものかと。と言いますのは、美観の上からも結構そういったも30 
のが乱雑に並んでいると非常に美観を損なうということがありますし、テレビのブラウン管には鉛31 
もありますから、それを放置されると生活の保全上、支障があるので非常に悩ましい商売でありま32 
す。それは一つの行いなんですけども、今言われたのは、「そこは無料でやっているのに、何で行政33 
のほうはお金が掛かるの」っていう話でありますけれども、先ほど言いましたように無料でやるっ34 
ていうのはやっぱり意味があって、それを引き取るというのはどこか売却先がちゃんとあるわけで35 
す。それは大半が中国とか、そういった海外に出ているんじゃないかと思われまして、そういった36 
家電製品を無料で買って、それから有用な金属だけ抜き取って海外に売っているような、そういう37 
ところで商売上成り立っている。ある程度、ヤミの商売というのもあるかもしれませんけれども。38 
そういうところで何とか商売上成り立っている。それが結果的には、法律上もクリアしているとい39 
うような微妙な商売だということであります。40 
もう一つの課題があるんですけども、そういった無料の回収の仕組みを行政の側で作ってはどう41 
かというご提案なんですけれども。それは無料廃棄家電とは別の話として、それは非常に微妙な話42 
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でありまして。例えばローソンであるとか、それからジャスコにおきましても、店の前に回収ボッ1
クスを実際に置いて、そこにどんどん持って来てもらうというような、いわゆる本来は収集運搬に2
ついて物凄くお金が掛かるんですけども、その部分を住民の皆さんが自ら持ってくるので、収集運3
搬経費を浮かして、なおかつリサイクルに回すという仕組みがあります。そういうことが行政も真4
似できないかということで、まだ地味ではありますけれども、例えば若桜町とか福部町ではこれら5
の無料家電ではなくて紙ですけど、資源を持つ紙を役場とか何か資源回収ボックスを 24 時間置い6
ておきまして、そこに住民に持って来てもらうような取り組みが地味ながら始められているところ7
であります。だからと言って、質問に対してまともに真正面に答えたことにはなりませんけれども、8
そういうことであります。9

10 
（檜谷会長）11 
よろしいでしょうか。12 

 13
（髙島委員）14 
法律的なことが色々あるかもしれませんけども、ただ市民の方の不法投棄を減らす、またはさっ15 
きのリアルタイムの問題とかを含めると、行政がきちんとした窓口を設けてやっぱりリサイクルと16 
して回していくという、システム的にはよく無料でされている方のシステムが、まあいろんな先ほ17 
ども言われたような問題はあるのかもしれませんけども、一番それがもし行政できちんとできるの18 
であれば、今の問題っていうのは凄く、この無料で提供していくっていうのは一つの解決方法にな19 
るんではないかと思うんですけども。そっちの方向でというのはなかなか、さっきも紙とか色々あ20 
るでしょうけど。すごく幅が広い。あの家電を見ると。同じ所で何回もしていますけど、凄い大量21 
に入っていますよね。そういうのは恐らく不法投棄がだいぶ違うんじゃあないかと。私、個人的に22 
見ても凄く違うんじゃあないかと思うんですけども。それを積極的に上手く法律の中でやっていく23 
っていう方向にはならないんでしょうか。方向性として。24 
 25
（法橋部長）26 
ちょっと循環型社会推進課長が困りながら答弁しておりましたけども、実態が分からないです。27 
正直言って。実際問題、通常であれば廃棄物処理業者が処理費用を取って廃棄物を処理する。当然28 
その中にはリサイクル、再資源化ということは含まれて、尚且つそれでプラスマイナスしながら、29 
それでもやっぱり成り立たないから処理費用を取って処理しているというのがこれまでの実態なん30 
ですね。それで、いわゆるああいうふうに無料だということは、一種の法の抜け道なのだろうと思31 
います。いわゆる、そういった廃棄物処理業者の許可を取らずに０円ということであれば、基本的32 
には廃棄物処理業の許可はいらないから、そういうふうに集めてくる。じゃあそれを一体どういう33 
ふうにして利潤を回収しているのかって、これ実際分かりません。このビジネススキームというか、34 
ビジネスモデルとか。それで、そういった良いビジネスモデルが本当に適正にやれるのであれば、35 
そういうサイクルでやれるのであれば、それはまことに結構なことで、これは先生がおっしゃられ36 
るように行政がやらなくても民間でどんどん推奨していって、そういったビジネスが成り立つので37 
あれば、本当にいい循環の仕組みができるんだろうと思います。ですから、それが本当に廃棄物の38 
処理として適正であるならば、それは民間にやってもらえばいいと思います。ただ現実問題として39 
はそういったものが、例えばそういった資源を抜き取った後の本当の意味の廃棄物。これがどうい40 
うふうに処理されているのか。これが不法投棄に回っていないのか。それから実際問題、集めるだ41 
け集めた、それから消費者の保護の観点からも実際そういったことを競合しながら、実際そういっ42 
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たものを闇で取っているというようなことも、これは指摘されております。いろんな形で。ですか1
ら、そういった意味で消費者の保護という観点もありますし、それからそういった廃棄物の適正処2
理という観点から。今、現状としては尻尾が掴めていないので、取り締まりができていないという3
だけの問題ですから。今の状態のままで、これを推奨していくということには、なかなかならない4
ということだと思います。それで今ウチのほうもこういった問題は一様に指摘されるものですから、5
本当にそれがどういった実態になっているのかを今、調査を開始しようということで始めていると6
ころです。ただ、なかなか正直言って一筋縄にいって、いったから「じゃあ、こうなっています」7
って向こうから教えていただいてということになりませんので、ちょっと時間がかかるんじゃあな8
いかなというふうに思っています。9

10 
（檜谷会長）11 
よろしいでしょうか。それ以外のご意見とか、ご質問ありますでしょうか。どうぞ。12 

 13
（松本委員）14 
ちょっとここの計画とは若干異なるかも知れませんけど、この台風の影響でかなり河川の水が増15 
えまして、ごみが河川もそうですし海岸にもかなりのごみが漂着しているというような状況であり16 
ます。この中に災害廃棄物等の適正な処理体制の確保ということがあるわけありますが、そのごみ17 
の処理をどうしたらいいかということで今悩んでいるとこでありまして、市町村でそれを全部みる18 
ということは大変ですし、どういう処理体制をこの計画の中に盛り込んでいくのかということを、19 
以前もあったと思いますが、ちょっと結論、そういった考え方等を知っていればと思いますのでよ20 
ろしくお願い致します。21 
 22
（事務局）23 
はい。これは大変難しいんです。結局、災害が故に普段処理している量以上のごみが一挙に生じ24 
るということで、通常の処理体制で追いつかない。そういった状況になるんじゃないかということ25 
を想定した災害体制でのネットワークなんですけど。要は、いま鳥取がとっていますのは県におき26 
まして、産廃協会とか市の処理組合だとか、民間の処理業者と協定を結びまして、ある市町村がそ27 
ういった災害に遭われたと。ごみ処理に困られていて、通常その一つで処理されている処理業者が28 
なかなか回らない時には、そういった町村の他の県内の業者のほうに県とかも要請をしまして、そ29 
の業者の方がその市町村に行ってその市町村の処理の手助けをするというような、いわゆる合理的30 
な仕組みというのは協定上作っています。作っていますけど、現状は実はそういったことを利用す31 
る、実際にないものですから、されていませんけども、今回の東日本震災とかでの現状を考えまし32 
て、こういった自治体ではオーバーフローしたごみ処理場につきましては、その他に応援部隊を要33 
請してその処理の仕組みっていうのを事前に整えておきたい。その為には協定を締結して、ある程34 
度そういったことが起こった時にはすぐ対応できるような体制にしておきたいということをこの計35 
画では書いております。お願いしたいのは、今時点では県がそういった外郭団体と協定を結んでお36 
りますけども、その協定の具体的なことを市町村レベルでもそういった民間団体とも結んでおいて37 
いただきたいなっていう災害時応援協定といいますけども、その働きかけを各市町村にもお願いし38 
ているところであります。39 
 40
（檜谷会長）41 
よろしいでしょうか。42 
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（松本委員）1
協定を結んでやっていくというわけですね。その費用負担というのは、どうなるんですか。2

3
（事務局）4
実はそこが当面の話でありまして。その費用負担のところを予め協定で結んでおきたいというこ5
となんです。団体としまして当初は無料でやってみますけども、そうは言ってもある程度の期間を6
越えた時にはやっぱり一定の費用負担を取りたいというところで、そこは具体的な金額を持ってお7
られますので、各市町村と金額の調整を図っていただきたいということで、県はそういった相談の8
場を設定しようとしているところであります。9

10 
（松本委員）11 
町村と外郭団体とが協定を結んでいるということはもう知っているわけです。県としてはどうで12 
すか。その海岸のある市町村は必ずしも自分のところだけでごみが出ているわけではないので、米13 
子のほうの上のほうからずっと流れて来てその海岸に漂着するということでありまして、それを全14 
部その海岸の市町村がそれぞれ片づけるということになれば、これは大変なことでありますので。15 
その海岸の市町村だけの負担ということでは、なかなかなくならないと思います。16 
 17
（事務局）18 
確かに、まさしくおっしゃる通りでありまして、ことに海岸のごみにつきましては別にその市町19 
村の責任ではないんじゃないかということが多分に思われます。そこで今回、海岸についてはどう20 
いう処理にしたらいいかということで一定の法律ができまして、いわゆる海岸の管理者ということ21 
なんです。大半は県が管理しておりますけども、一部はその市町村の漁港なんかもありますが、基22 
本的に費用は海岸管理者の費用負担ということになっております。23 
 24
（檜谷会長）25 
よろしいでしょうか。26 

 27
(松本委員)28
納得できないですけど、また後でお願いします。29 

 30
(檜谷委員)31
その他はありませんか。32 

 33
（田中委員）34 
先ほどお話にも出ましたけども、不法投棄対策なんですが、要するに山間地域で不法投棄すると、35 
それが水質を汚染して地域に広がるということで非常に大きな問題だと思うんですが、具体的に現36 
状では不法投棄が増えているという現状。例えば確か記憶しているところによりますと、今年３月37 
での会議では平成 21 年から増えているというようなデータが出ておりましたので、そういうこと38 
を考えていろいろ強化策を出されたんだと思うんですけども、具体的にどういう強化をされたのか39 
ということを教えていただければと思います。40 

 41
42 
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（事務局）1
そのデータですけども、平成 21年は 180件の発見件数がありました。実は平成 22年は 146件2
あります。これをもって減ったかどうかは、発見する努力の問題もありますので一概に言えないと3
思いますけども、まあそう大きく増えていないんじゃあないかということが基本認識としてありま4
す。強化策でありますけども、実は昨年、市町村の方々ともちょっと議論をしたんですが、基本的5
に県と市町村が同じようなことをやっているんですよね。県は東・中・西部の総合事務所に警官6
OB を配置しておりまして、巡回して回っていただいております。各市町村はそういった方を緊急7
雇用の事業等で雇われて回られていることがあります。それから一方、敷地対策といたしまして監8
視カメラを置いたり、あと看板を置いたり。あとは無人警報装置を、今までも掛けてありますけど9
も。市町村は市町村でやって、県も県でやっているところで変に無駄が多いもんですから、そこは10 
ちょっと整理しようやということで、どちらかというと県は警官の方が配置されるということは、11 
やっぱり原因究明。起こしている者の原因者を特定して該当者を逮捕、検挙していこうというよう12 
なことに力点を置いている。市町村のほうはどちらかというと普及啓発。いわゆる「ごみ捨てをや13 
めましょう」というようなキャンペーン的なことに力点を置いて訴えかけたいということを考えて14 
おります。具体的にはそういうことですから、捕まえる度に指導教育はしていますけども、いわゆ15 
る監視カメラのほうでは非常に高精度の物をこの度３台ほど入れまして、灯の遠いところから夜間16 
でも鮮明に顔とか車のナンバーが映るようなカメラを今年度から東・中・西部に配置をして、不法17 
投棄の防止等、持ち込まれた時の原因究明にそれをしているところであります。18 
 19
（田中委員）20 
西部のドラム缶なんかも不法投棄が増えているというような。21 
平成 16年との比較だったと思うんですけど、平成 21年のデータが 3月には出ていて、22年は22 
まだ出ていなかったと思うんですが、そういうところからちょっと増えているので、どういう強化23 
対策をされたのかなということでお聞きしました。はい、どうもありがとうございます。24 
（檜谷委員）25 
はい、その他ないでしょうか。盛りだくさんの議題があるので、次に進みたいと思うんですけど26 
も。今までご意見いただきましたけども、基本的には大きな修正意見というものはなかったように27 
思いますので、この答申案を審議会としてはそのまま答申したいと思いますけども、よろしいでし28 
ょうか。それでは資料どおり答申したいと思います。ありがとうございました。それでは引き続き29 
まして、鳥取県環境基本計画の答申案について県のご説明をお願いいたします。30 
 31
（事務局）32 
それでは、環境立県推進課の後藤田と申します。４月からお世話になっております。座って説明33 
のほうさせていただきます。お手元資料の右上に資料２－１と書いた冊子をご覧ください。この中34 
の資料２－４をご覧ください。この資料２－４の中で真ん中の少し下に「体系図」というものがご35 
ざいます。こちら鳥取県の環境基本計画の体系図でございます。平成 11 年３月に策定いたしまし36 
た鳥取県の環境基本計画につきまして、平成 17 年に改訂をいたしました。この時の改定で理念部37 
分の基本計画と具体的な推進策や数字目標を記載した実行計画に分離をいたしました。17年から基38 
本計画と、下にアクションプログラムというものが出てきていると思いますけど、この部分が実行39 
計画にあたる部分でございます。この環境基本計画につきましては、実行計画も含めまして平成2240
年度で期間を満了いたしまして、この３月に新しい基本計画と実行計画を諮問をさせていただいて41 
いたところでございます。当初の予定では３月の諮問時点では、基本計画と実行計画を同時に策定42 
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して答申をいただきたいというような予定にしておりました。ただ、３月に起こりました東日本の1
大震災や福島原発の事故などがございまして、具体的には施策や目標を直ちに定めるのが困難な項2
目が出てきたという事情。それから平井知事の知事マニフェストによりまして、このような具体的3
な実行計画につきましては、策定段階から民間の参画により作り上げるというような方針が出て参4
りまして、基本計画につきましては本日、答申をいただければなと思っておりますけれども、実行5
計画につきましては継続審議という形でお願いできればということで、本日は理念部分の基本計画6
のみについてご説明のほうをさせていただきたいと思います。7
続きまして資料２－５をご覧ください。ページ数で言うと９ページでございます。このスライド8
の資料の下のほうをご覧ください。「とっとり環境イニシアティブ推進プロジェクトのスキーム」と9
書いてございます。知事マニフェストの推進のために県庁では 11 のプロジェクトを立ち上げまし10 
た。そのうちの１つがこの「とっとり環境イニシアティブ推進プロジェクト」というものでござい11 
ます。このプロジェクトのまず第一の目的と致しましては、基本計画の実行計画にあたります「と12 
っとり環境イニシアティブプラン」の作成というものがございます。もちろん作成するだけではい13 
けませんので、これを推進していくという必要がございます。このプランにつきましては、その左14 
側に矢印がちょっと伸びておりますけれども、環境審議会の諮問・答申をいただくという予定にし15 
ておりますけれども、このプランを策定するに際しまして目標が６つあるんですけれども、この６16 
つの内の特に重点施策、リサイクルとエネルギーシフト。それから省エネ実践につきましては、そ17 
の下にプロジェクトチームと書いてありますけれども、民間の参画をいただきましてご意見をいた18 
だきながら作っていきたいというような計画にしております。19 
ページをはぐっていただきまして10ページでございます。10ページの上のスライドがそのイニ20 
シアティブのプロジェクトチームのメンバーと、それからワーキンググループのメンバーでござい21 
ます。上のプロジェクトチームは代表的な方。それから下のワーキンググループにつきましては主22 
に実務者などにお願いして、プランの策定を進めたいと考えております。その下の工程表というも23 
のをご覧ください。本日、基本計画につきまして答申をいただけました場合は、９月中の計画の策24 
定を予定しておりますけれども、実行計画にあたりますイニシアティブプランにつきましては、下25 
にプロジェクトチームとかワーキンググループの工程表がございますけれども、この辺のご意見等26 
をいただきながら、12月頃に各概要版を公表しまして、パブコメを得まして、今年度中のプランの27 
完成版の公表を予定しております。28 
続きまして資料２－６でございます。11ページからは、これは策定の考え方ということです。そ29 
れから続きまして資料２－７でございます。17ページでございますけれども、これは前実行計画の30 
成果指標の結果について付けさせていただいております。それから資料２－８、19ページでござい31 
ます。３月の環境審議会の時にいただいたご意見の対応状況等をまとめさせていただいております。32 
続きまして 21 ページ、資料２－９でございます。こちらのほうは第２次の環境基本計画の素案33 
に対しまして、パブリックコメントを実施いたしました。パブリックコメントと同時に環境審議会34 
の全委員の皆様にその素案のほうをお送りいたしましてご意見をいただくとともに、市町村からも35 
意見をいただきました。その結果でございます。まず１番をご覧ください。環境審議会各委員のご36 
意見ということで、これには企画政策部会でのご意見も含んでおります。６名の方から 12 件のご37 
意見をいただきました。そのうち９件につきましては意見を反映させていただきました。中身とい38 
たしましては、文言や表現の追加・修正。それから、わかりにくい言葉に説明を追記したというこ39 
と。それから前実行計画の実績の評価方法を変更させていただきました。続きまして、今後の検討40 
課題である意見が２件ございました。こちらにつきましては、具体的な施策の内容でございました41 
ので、今後策定いたします実行計画（鳥取環境イニシアティブプラン）の検討時において検討させ42 
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ていただきたいと思います。１件、反映しなかった意見というものがございます。表現に関する意1
見として、こちらのほうは素案の案のとおりの表現とさせていただきたいと思います。それから大2
きい２番でございます。パブリックコメント。一般の県民の方からのご意見でございます。平成233
年６月６日から 30日まで意見募集をしましたところ、17名の方から 25件のご意見をいただきま4
した。意見の内容といたしましては、反映した意見として２件でございます。前実行計画の実績の5
バックデータを計画自体に添付したらどうかということで、そちらについては添付のほうをさせて6
いただきました。それから、既に盛り込み済みの意見が２件。今後の検討課題である意見が20件。7
こちらにつきましては具体的な施策の内容でございましたので、今後策定いたします実行計画にお8
いて検討のほうをさせていただきたいと思います。計画内容以外の意見が１件ということでござい9
ました。市町村の意見につきましては、２市町から６件のご意見をいただきました。このうち１件10 
につきましては反映させていただきました。わかりにくい言葉に説明を追記させていただきました。11 
２番目、今後の検討課題です。こちらにつきましても具体的な内容でございましたので、今後の検12 
討ということでさせていただきます。計画の内容以外の意見が１件という内容でございました。以13 
下23ページから30ページまでに具体的な意見の概要とその対応につきまして資料を載せさせてい14 
ただいております。15 
これらの意見を踏まえまして資料２－10をご覧ください。第2次鳥取県環境基本計画の答申案を16 
策定いたしました。31ページからになります。第2次基本計画の内容でございますけども、まず最17 
初に「計画の考え方」であります。この計画は鳥取県環境保全及び創造に関する基本条例に基づき、18 
県の環境保全及び創造に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な計画であり19 
「目標」、及び「施策の方向」を示して、取組みを推進することを目的としております。１の３に計20 
画の目標年度が書かれてございます。計画期間は平成23年度から 32年度までの10ヵ年とさせて21 
いただきたいと思います。22 
２番目です。鳥取県の現状と課題でございます。31ページから33ページにかけて「前計画にお23 
ける目標に対する評価」ということが記載してございます。前計画により環境の保全及び創造に関24 
する施策を総合的かつ計画的に推進した結果、一定の成果が見られましたが、本県が目指すべき環25 
境像の実現に向けてさらに一層の取り組みが必要な状況であるということでございました。26 
続きまして３番目でございます。33ページの真ん中あたりです。３番目「計画の目標及び施策の27 
方向」でございます。計画の目標のうち基本的な方向ということで、真ん中あたりに太文字で書い28 
てございます、『NPOや地域・企業などと連携・協働して、全国をリードする環境実践「とっとり29 
環境イニシアティブ」に取り組む』ということを基本方向とさせていただきたいと思います。その30 
うえで大きく６つの目標を立てさせていただきました。33ページから34ページのほうをお願いい31 
たします。まず１つ目の目標でございます。「エネルギーシフト」でございます。エネルギーシフト32 
の率先的な取り組みということで、東日本大震災を契機としたエネルギー政策の見直しは地球温暖33 
化の大きな転換点であり、環境負荷、枯渇リスクが少ない豊かな自然を活かした再生可能エネルギ34 
ーの導入拡大などのエネルギーシフトに率先的に取り組む必要があります。ということで、その下35 
に書いてございます①～④のような取組みを進めたいというふうにさせていただきました。それか36 
らⅡ番目でございます。Ⅱ番目に「循環社会」という位置づけをさせていただきたいと思います。37 
「環境負荷低減の取組みが経済活動として成立する社会経済システムの実現」ということでござい38 
ます。こちらのほう、先ほど廃棄物処理計画の中でも話がありましたが、低炭素社会づくりや新エ39 
ネルギー創出の視点から廃棄物系バイオマスの更なる利活用を推進するなど、社会における適正な40 
物質循環を確保することにより、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷をできる限り低減する「循41 
環型社会」への転換をする必要があることから次の取組を進めます。ということで、①～④の小項42 
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目について取組みを進めたいというふうに考えております。続きましてⅢ番目でございます。環境1
実践の展開ということで、「NPOや地域・企業などと連携・協働した環境実践の展開」というふう2
にさせていただきました。こちらにつきましても、今日の環境問題は、私たちの日常生活や事業活3
動による環境負荷が大きく関係しており、その解決には自ら考え行動する人材育成などにより、環4
境配慮活動をさらに拡大し、NPO や地域・企業などが連携・協働して実行していく必要があると5
いうことから、次の 35 ページでございますけれど、①～③の取組みを進めたいというふうに考え6
ております。以下Ⅳ番。「安全・安心」でございます。「安全で安心してくらせる生活環境の実現」7
ということで、こちらのほうも①～④の取組みを進めたいと思います。それからⅤ番目。「自然共生」8
ということで、「自然がもたらす恩恵を持続的に享受できる健全な自然生態系の確保」ということで、9
36ページにあります４つの取組みのほうを進めたいというふうにさせていただきました。Ⅵ番目で10 
ございます。「景観と快適さ」でございます。「美しい景観の保全ととっとりらしさを活かした街な11 
みづくりの推進」ということで①と②の取組について進めたいと考えております。12 
４番目でございます。「計画の実行」でございます。基本計画で具体的に推進する施策は別途実行13 
計画、とっとり環境イニシアティブプランという名称にさせていただきたいと思いますけれども、14 
これを策定しまして、４年後の目標を可能な限り数値化いたしまして、４年後の目標と目標を達成15 
するための施策を掲げたいと思います。前回の諮問の時点では３年という話だったと思いますけれ16 
ども、全体で 10 年の計画で実行計画の策定が遅れている関係もございます。最初は４年後の目標17 
を立てさせていただきまして、以下３年、３年後、１０年というような形でさせていただければな18 
というふうに考えております。計画の進行管理はPDCAサイクルにより進めたいというふうに考え19 
ております。37ページをご覧ください。参考といたしまして、前回の基本計画以降の動き、それか20 
ら２番目。鳥取県の今回のパブリックコメントのご意見を記載させていただきました。38ページ、21 
次のページでございます。パブリックコメント等のご意見をいただきまして、前実行計画（次世代22 
プログラム）の成果指標の実績を計画本体に添付させていただきました。最後に今後のスケジュー23 
ルでございます。資料２―11をご覧ください。先ほどもご説明したとおり、本日答申のほうをいた24 
だきました場合は、基本計画につきましては９月中の基本計画の策定を目指しております。ただ、25 
実行計画についてはまだこれからからということでございますので、企画政策部会やプロジェクト26 
チーム、ワーキンググループとの意見等を踏まえまして、12月に概要版の策定とパブリックコメン27 
トの実施。３月頃に完成版の策定ということで現在のところ考えております。以上でございます。28 
 29
（檜谷会長）30 
はい、どうもありがとうございました。それでは引き続きまして、この３月から検討していただ31 
いた企画政策部会の増田先生よりご報告をお願いします。32 
 33
（増田部会長）34 
それでは企画政策部会の部会長を務めております増田から報告いたします。資料２－３にありま35 
すように、今年の３月に諮問を受けまして、その時点で前回の審議会ですけども、環境基本計画の36 
原案をここで提示させていただいて皆様からの意見を受けて、企画政策部会で揉んでいったという37 
経緯があります。結果、詳細については先ほど事務局から報告のあったように最終的には資料２－38 
10のものを答申案として、今回答申させていただきます。39 
少し、経緯について若干補足しておきますけれども、前回の審議会でも意見いただきましたが第40 
２次の基本計画ということで、それまでの計画の総括、数値的な評価ができているのかというとこ41 
ろがありましたので、そのあたり精査し直しまして、具体的にいうと資料２－10の38ページにあ42 
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るように、答申案の中の参考資料ということになりますが、実行計画の成果指標の実績ということ1
で、達成度というところで過去の数字を示しております。前回の時には最終年度の数字だけであっ2
たかと思うんですが、期間平均という形で期間中どの程度達成できたのかということも併せて表示3
しております。それから、先ほども事務局から報告がありましたが、大変多くの県民の方から具体4
的な意見、あるいは市町村からも具体的な意見・提案というものをいただきました。非常に具体的5
であったというところもありますので、基本計画のところで反映しきれておりませんが、実行計画6
で反映していくという方針で進めております。それから、最初にもありましたが肝心の実行計画部7
分ですが、当初は併せてということでありましたが先ほど事務局にもあったように、実行計画部分8
については今後も継続審議とするということで、最終的な答申とさせていただきたいというところ9
です。以上です。10 

 11
（檜谷会長）12 
はい、どうもありがとうございました。それでは、資料２－10ですかね。答申案についてご意見、13 
ご質問等がありましたらお願いいたします。どうでしょうか。はい、どうぞ。14 
 15
（坂本委員）16 
私は山の中にいて景観がすごく気になるんですけれども、鳥取県が観光とかいろいろそっちのほ17 
うにも力を入れていらっしゃるんですが、景観のことについて、廃屋がちょっと目立つようになっ18 
たと思うんですね、鳥取県内ずっと回ってみると。その廃屋のことでは何か手立てはされているん19 
でしょうか。どんどん傷んでいくようにも思うんですけども。20 
 21
（檜谷会長）22 
はい、いかがでしょうか。23 

 24
（法橋部長）25 
これもなかなか悩ましい話でして。見た目には廃屋であっても、所有者にとっては自分の資産と26 
いうことになるわけです。それで、いろいろなところで市町村なんかでも問題意識を持たれて所有27 
者に話をされたり、どうしてもそういった「何とか撤去してほしい」ということをお願いしたりさ28 
れています。ただ、なかなかこれ撤去するのも費用が掛かるということで、実際なかなか協力が得29 
られないということです。じゃあ、これを行政側が代執行で強制的に撤去できるかといいますとで30 
きなくはないということで、建築基準法なんかでも非常に危険な状態になってくれば当然、建築基31 
準法でもできます。それから、景観条例なんかにもそういったことがやれなくはないんですけれど32 
も。なかなか正直言って、個人のそういう財産権を行政の側が強制的に撤去したりするということ33 
は、やっぱり行政側としても抑制的にならざるを得ない部分があって、正直言ってできていないの34 
が実状です。ただ、これからおそらく中山間地等で人口減少がどんどんどんどん進んでいきますと、35 
現実問題、県内でも集落、この東部も人が住まなくなったというようなところがあったりしており36 
ますので、そういうところで残った家屋というものが手入れも行き届かずにどんどん朽ち果ててい37 
くという、こういった実状がこれから進んでくるというふうに思います。ちょっとこれは非常に重38 
い課題でして、これからどういうふうに、見苦しいだとかなんとかそういう主観的な判断で持って、39 
人の財産を行政の側が強制的に壊そうというのも、ちょっとなかなか問題を含んでいるところもあ40 
りますし、その辺の利害調整を県民に意見などを十分聞いた上で、これから検討していく課題にな41 
ってくるかなというふうに思っておりますけど。実は、生活環境部でも若手の有志が八頭町のほう42 
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のそういった集落、人がいなくなった集落に入り込みまして、ウチには建築技師とかたくさんいろ1
んな技師がいますので、そういった家を修復したりというふうな取り組みをやっていますけれども。2
その周りにたくさんそういったものがありまして、やっぱりこういったことをこれからどうするの3
かなということで、非常に問題意識は持っておりますけれど、具体的な対応には至ってないのが実4
状でございます。5

6
（坂本委員）7
ちょっとまあ問題意識を持っていただいて、今回は諮問では大雑把で「景観」ということでされ8
るんですよね。はい。どうもありがとうございました。9

10 
（檜谷会長）11 
よろしいでしょうか。実際には実行の計画の中に「景観」は入っていますが、いかがでしょうか。12 

 13
（法橋部長）14 
そうですね。ちょっとその辺のことも景観の問題も非常に重要な問題ですので、せっかくのご提15 
言ですので、これからの方向性なり何なり何かできることがあるのかということをちょっと検討し16 
て参りたいと思います。17 

 18
（檜谷会長）19 
よろしくお願いします。他にございませんでしょうか。どうぞ。20 

 21
（松本委員）22 
企画部会のことでちょっと意見を言うのもどうかと思いますけど。実は今、鹿がたくさん出てお23 
りまして。民家のほうまで入ってくるというような状況であります。自然と人間との共生という中24 
で、鹿の害というのもかなりあるということでございます。特に山間部のほうにはたくさん出ると25 
いうことで、家に帰る間に何十頭も鹿がおるというふうに、どうも鹿の背後に立っているというよ26 
うなことでありまして、大変心配されているところでありまして。民家のほうまで来て野菜を食べ27 
ちゃうというような状況であります。そういう事もこのイニシアティブの中で是非、動物との共生28 
という中で検討していただければと思いますのでよろしくお願いいたします。29 
 30
（法橋部長）31 
これも悩ましい話でしてね。非常に鹿、それから猪もですけれど、去年は熊が大問題になって。32 
結局、里山辺りが一つには手入れが行き届かなくなって、人間社会と動物社会の境目が正直言って33 
分かんなくなっちゃっているというようなところがあります。それで県のほうではそういった意味34 
の、これまで里山っていうのは人間が係わりを持ちながらある程度緩衝地帯的にやってきた場所な35 
んですけど。そこが自然に帰っちゃっているというような状態がありますので、そういったところ36 
をもうちょっと人間の働きかけができるような仕組みっていうものができないものだろうかなあと。37 
ちょっと本当、数十年前というおそらく戦後間もなくぐらいになりますと高度成長以前の問題。農38 
村山村に人がいた頃、若い人たちがたくさんいた頃の状態に何とか返す仕組みがないのかなという39 
ことで、今モデル事業なんかやって検討をしているところです。40 
それともう一つは、鹿なんかの問題。特に個体数が。元々鳥取県にはあまり鹿がいなかったんで41 
すけど、兵庫県のほうからどんどんどんどん入って来て、それが増殖していって。確かに住民のと42 
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ころに近寄ってきて住民にも軋轢が生じているということもありますし、それから非常に貴重な植1
生だとか、それからいわゆる森林の資源。いわゆる森林の樹木ですね。こういったものの皮を剥い2
で枯らしてしまうとか、いろんな形で生態系を撹乱する大きな要因になってきています。本当はこ3
れをどうするかっていうことなんですけど、ある程度人間が狩猟なり何なりで捕獲していくってい4
うことがどんどん進んでいくと、ちょうどいいバランスになってくるのかもしれんなというふうに5
思っておりまして、猟友会の方々にもいろいろお世話になって獲っていただいているんですけど。6
なかなかこれ処理が難しくて、有害駆除をしても実際問題、現状としては廃棄物にしかならないよ7
うな状態であります。今、取り組もうとしているのが、何かせっかくそういった動物ですので、無8
駄に殺生するのもなんですので、本当は貴重なタンパク源ということもあるので、そういったもの9
を何か食文化の中で資源として活かせるような。それが、言ってみれば社会システムとして成り立10 
つような形のことができないのかなあということで今、処理場だとか何とかというようなことを町11 
村のほうにもお願いしたりして、幾つかはできていますけれども。なかなか正直言って処理が難し12 
い。獣肉を処理をするっていうのは非常にある面難しい面もありまして、どうしてもなかなかおい13 
しく食べていただくような肉にならないということがあるものですから。その辺をいろいろ工夫し14 
ながら、上手く人間の生活の中にそういったものを取り込んで、循環的にそういった個体がある程15 
度、しかも個体が少ない状態にあれば、これはかわいらしい存在ということで、人間に親しまれる16 
ことになりますから、そういった環境ができるような仕組みというのを考えていきたいなと思って17 
おります。非常に悩んでおりますけれども、なかなかいい解決策に至ってないのが現状でございま18 
す。 19

20 
（檜谷会長）21 
ありがとうございます。よろしいでしょうか。他にございますか。それでは、いろいろとご意見22 
出ましたけども、本計画案についての修正というご意見はなかったように思いますので、今日の計23 
画案で答申ということにしたいと思いますけど、よろしいでしょうか。それでは、次に入らせてい24 
ただきます。引き続きまして、議題の３番。「環境影響評価制度のあり方について」ということで、25 
この諮問についての説明を事務局からお願いいたします。26 

 27
（事務局）28 
はい。それでは続きまして、右肩に資料３－１と書いている資料をご覧ください。諮問というこ29 
とで、「環境影響評価制度のあり方について」諮問のほうをさせていただきたいと思います。資料の30 
２ページをご覧ください。諮問理由でございます。本県では、平成 10 年に鳥取県環境影響評価条31 
例を制定いたしまして、事業の実施に伴う環境影響について予め調査、予測等を行う制度の運用を32 
通じ、事業者の適正な環境配慮の確保に努めてまいりました。ただ、条例制定後、環境影響評価制33 
度を取巻く状況の変化、また国におきましても平成 23 年４月に環境影響評価法の一部を改正する34 
法律が成立するなど現制度への対応を検討する必要があります。つきましては、本県の環境影響評35 
価制度のあり方について御審議をお願いするものでございます。36 
資料３－２をご覧ください。３ページ目でございます。「環境影響評価に関する制度のあり方につ37 
いて」ということですけれども、この２番をご覧ください。「制度運用の経緯」でございます。本県38 
の環境影響評価制度は、平成３年に県の要綱に基づいてアセスを実施してまいりました。その間、39 
国のほうではいわゆる閣議アセスというものが昭和 59 年から行われていましたが、平成９年に現40 
在の「環境影響評価法」が制定され、平成 11 年から全面施行されております。本県でも、法律の41 
制定に合せまして平成10年に現在の「鳥取県環境影響評価条例」を制定し運用をして参りました。42 
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３番をご覧ください。「条例の審査実績」でございます。平成10年の条例制定後でございますけれ1
ども、今までの間に条例に基づく審査案件は１件でございます。その表の一番上でございます。東2
部広域行政管理組合の廃棄物処理施設、ごみ焼却炉に関するアセスを現在行っているところでござ3
います。現在のこの状況は方法書の手続が終了した段階ということでございます。それ以外に、鳥4
取県内で法律やそれに準じた手続きを行ったものが３件ございます。資料３－３をご覧ください。5
ページ数で言いますと５ページでございます。こちらは現在の「鳥取県の環境影響評価条例の手続6
の流れ」でございます。大きく４つのブロックに分かれておりますけれども、まず事業を行おうと7
する事業者は方法書という手続きを開始いたします。こちらのほうは環境影響評価を行う方法です8
ね。手法や調査・予測や評価の方法などをまとめた書類でございます。これについて県民や市町村、9
知事あるいは審査会の意見を受けて、その上で実際のアセスの調査・予測・評価を実施いたします。10 
その予測・評価が終わった後、結果をまとめたものが準備書でございます。この準備書につきまし11 
ても、そのアセスの結果や評価などをまとめた結果を県民や市町村、知事あるいは審査会の意見を12 
受けまして、これを修正いたします。修正した最終のものが評価書というものでございます。評価13 
書の結果を受けまして、許認可等の手続きが行なわれ事業が実施されます。鳥取県の場合は事後の14 
調査手続きという手続きもございます。６ページをご覧ください。これは、実際の環境影響評価の15 
対象事業でございます。左が環境影響評価法、法律の対象事業。それから、右側が県の条例でござ16 
います。国の法律から漏れているもの、あるいは国の法律より規模の小さいものにつきまして、県17 
の条例で手続きを行うという制度になってございます。７ページは「特別地域」という考え方でご18 
ざいます。これは県の条例の考え方で、一般の地域に比べてより開発について特に配慮を有する地19 
域ということで、一般地域よりも規模が小さいものについてもアセスを実施してくださいという対20 
象の地域でございます。資料を戻っていただきまして、３ページの４にお戻りください。４番。「法21 
制度の見直しに関する国の動向」でございます。「環境影響評価法」につきましては、先ほど説明し22 
た通り「環境影響評価法の一部を改正する法律案」が、平成 23 年４月に成立・公布されました。23 
改正された法律の内容でございますけれども、資料３－４をご覧ください。10ページのほうがよろ24 
しいかと思います。一番最後のページでございます。こちらは環境影響評価法の改正後のフロー図25 
でございます。黒い文字が現行のフローでございます。赤字・赤矢印が改正事項でございます。大26 
きく変わった点といたしましては、対象事業に交付金事業が追加になったということ。それから、27 
青文字で書いていますけれども、こちらは法律ではなくて政令改正になりますけれども、風力発電28 
施設が追加される予定になっております。それから、その下でございます。方法書の前の段階とし29 
まして、事業実施の段階の前の手続が追加されることになりました。こちらは計画段階配慮事項の30 
検討ということで、事業実施前の配慮事項の手続きが追加されました。それから、方法書のところ31 
でございますけれども、評価項目・手法の選定でございますけれども、こちらのほう説明会の開催32 
が義務付けられるとともに、その右側に書いてございます、方法書、準備書、評価書について電子33 
縦覧が義務化されます。それから、準備書がありまして、その下の評価書ということで、この辺は34 
県の条例も同じ流れでございますけれども、最後に報告書ということで、国の法律では評価書以降35 
の手続きがございませんでしたが、報告書ということで環境保全措置の結果の報告・公表というこ36 
とで、これについても新しく追加されました。一番下の※印に書いてございます、配慮書という一37 
番最初の手続きと、報告書、一番最後の手続きにつきましては、法律が改正された公布後２年以内38 
の施行でございます、平成 25 年４月頃になろうかと思います。それ以外の手続き的な改正につき39 
ましては、公布後１年以内の施行ということで 24 年４月頃になろうかと思われます。資料を戻っ40 
ていただきまして４ページでございます。４ページの６番をご覧ください。今後の県としての主な41 
検討内容の案でございます。県の環境影響評価条例につきましては、国の法体系をベースにしてご42 
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ざいます。今回の法や省令の改正に伴う検討、それから県独自の検討が必要と考えております。法1
律や省令改正に伴う検討といたしましては、まず(１)対象事業の追加でございます。これを確認し2
つつ対象を追加するかどうかという部分でございます。それから、(２)計画段階配慮書の手続の新3
設ということで、方法書の前の手続を増やすかどうかという部分でございます。それから、(３)方4
法書における「要約書」の作成と説明会の開催の義務化。(４)電子縦覧の義務化。(５)政令で定める5
市から事業者へ直接意見を提出ということで、これはちょっと恐らくあまり影響はなさそうだと思6
いますけども。(６)評価書の後の環境保全措置等の公表の手続の具体化ということで、(３)、(４)、(５)7
につきましては公布後１年以内に施行。(２)、(６)につきましては公布後２年以内の施行ということ8
で、この時期に併せるような形で県の条例の改正をできればというふうに考えております。それか9
ら、県独自の検討案といたしまして、（１）現在の対象事業のあり方ということで、これについても10 
今回併せまして検討を加えていければと思っております。あと、（２）特別地域ですね。これも県独11 
自の取組みでございますので、こちらについても改めて検討をさせていただきたいと思います。検12 
討スケジュールでございますけれども、公布後１年以内の内容と公布後２年以内に施行される内容13 
に分けまして、１年以内のものについては 24 年４月頃の条例改正を目指したいと思います。それ14 
から、２年以内の施行のものにつきましては、25年４月頃を目処に答申をいただきまして、条例改15 
正という流れにしたいと考えております。なお、省令改正、風力発電施設の追加や県独自の検討に16 
つきましては、風力発電施設の追加の施行時期がまだ明確ではありませんが、24年10月頃という17 
ことで国がパブコメを行っておりますので、そのあたりを目処にこちらのほうも併せて検討のほう18 
をさせていただきたいと思います。以上でございます。19 
 20
（檜谷会長）21 
はい、どうもありがとうございました。それでは資料３の諮問事項について、ご質問、ご意見が22 
ありましたらお願いいたします。23 
 24
（日置委員）25 
国のほうで環境影響評価法の改正が決定しているわけで、これはちょうど震災直後のことでニュ26 
ースにならなかったんですけど、重要なことだったと思います。資料３の４ページに主な検討内容27 
というのがあるんですけども、この中で(１)、(２)、(６)というのが２年間の経過措置ということで28 
検討時間があるんですが、こちらのほうがより重要だと思うんですね。(３)、(４)、(５)というのは29 
比較的形式的なことなんで、それほど難しい話ではないと思うんですけど(１)、(２)、(６)はかなり30 
重要です。今回の法改正の中で一番たぶん肝になっているのは、(２)計画段階配慮事業ということ31 
で、いわゆる戦略的環境影響評価、Strategic Environmental AssessmentっていうSEAとかって32 
いうよく略称で呼んでいるんですけど、これの導入なんです。これは長い間、国でも懸案になって33 
いたものでありまして。例えば道路事業であれば、今までは道路のだいたい路線が決まった段階で34 
事業合わせするってやっていたのが、計画段階で複数の路線計画を比較検討して、最も影響が少な35 
いようなものを予め選べるようなそういったことになるわけです。ですから、これを導入するって36 
いうことはやはり鳥取県の環境影響評価条例ないし、手続きに関する県制度のあり方の中でも特に37 
一番重要ですので、これは絶対にやらなければいけないことじゃないかなあというふうに思います。38 
それから、対象事業も本県の場合にはエネルギーシフトという風力発電とか、メガソーラーとか、39 
いろんなものが、もちろんそれは環境にいいことなんですけども、全面的にいいかどうかっていう40 
ことはちょっと微妙で、いい面もあれば不便もあると。風力であればバードストライクとか、そう41 
いう問題もあるわけですね。ですから、風力については国で当然追加っていうことに、対象事業に42 
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加えることになりそうなんですけども、本県でもやはりそういったものが重要かなと思われます。1
それから道路事業に関して言うと、今までの実績の中の表にないんですけれども、県土整備部のほ2
う条例にはかからないので、条例に基づくアセスではなかったんですけども、比較的小規模な事業3
についてもアセスに準じた措置ということで何件か検討されたことがあって、私も担当で印を押し4
たようなことがあるんですけども。よかったんじゃないかと思うんですね、そういったことをされ5
たのは、今もって。ですから、それに更に戦略アセスっていう観点を加えた上で、やるような方向6
で検討されるのがいいんじゃないかなというふうに私は思います。以上です。7

8
（檜谷会長）9
はい。ご意見を参考にしていただけたらと思います。他に、ご意見がある方はおられますか。そ10 
れでは、ございませんようですので、この諮問事項については今後１年以上かけて専門的な審議を11 
していただきますので、一応担当部会ということで企画政策部会のほうにお願いしたいと思います12 
がよろしいでしょうか。その後、もう１回この審議会で審議するということにしたいと思いますけ13 
ど、よろしいでしょうか。それでは増田先生のほうで、またお願いします。14 

 15
（増田部会長）16 
所管ということで企画政策部会でしますが、これはかなり専門的な各方面に影響を与えることだ17 
と思いますので、審議会からも各部会からも意見をいただければと思います。よろしくお願いしま18 
す。 19

20 
（檜谷会長）21 
よろしくお願いいたします。それでは、審議事項は終わります。あと 30 分ぐらいしかないです22 
が、報告事項のほうに移りたいと思います。一括で事務局のほうからご説明をお願いいたします。23 

 24
（事務局）25 
失礼いたします。資料４をお開きください。鳥取県地球温暖化対策計画の策定状況につきまして、26 
ご報告させていただきます。３月 11 日に発生いたしました東日本大震災。それから、それに伴う27 
福島第一原子力発電所の事故に伴いまして、これまでご審議いただいてきました地球温暖化対策計28 
画骨子(案)につきまして見直しが必要となりましたので、ご報告させていただきます。その見直し29 
が必要なところでございますけども、まず骨子(案)のほうでは電気を使った場合に、電気の１kWh30
に対してCO2がいくら発生するかというCO2の排出係数というのを中国電力の原子力発電等の計31 
画に基づいて、排出係数がこれまで使っていたものから改善されるということで計画を練って参り32 
ました。ただし、この度の事故に伴いまして島根原子力発電所の第３号機が間もなく完成して、今33 
点検で来年には稼働という計画でございましたが、これがどうなるか分からないという状況と、34 
2018年に山口県上関町における上関原発の、これは１号機・２号機がありますけども、18年には35 
１号機を稼働する計画でございましたが、こういったものが本当に稼働できるのかどうかというの36 
が分からないという状況でございます。それによって、電気の CO2 の排出係数がいくらになるか37 
ということを見極めないといけませんので、そういったことによる見直しが必要でございます。そ38 
れから、これまでも説明して参りましたけども、「とっとり環境イニシアティブプラン」ということ39 
で、エネルギーシフト、再生可能エネルギーへのシフトに関する戦略の策定。それから省エネの施40 
策の検討等がございます。そういった検討結果等をこの対策計画のほうに盛り込む必要がございま41 
すので、そういったものを盛り込みながら対策計画等を見直す必要があるということでございます。42 
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今後の計画でございますけども、基本的には「とっとり環境イニシアティブプラン」の今後のスケ1
ジュールと同じでございまして、12月にパブコメを行いまして、３月には対策計画を策定を講ずる2
というものでございます。以上でございます。3

4
そうしましたら、資料５のほうをお願いいたします。「平成 23年度版の鳥取県環境白書(施策編)5
の発行について」ということでございます。これは鳥取県環境白書につきましては、実は昭和 476
年からずっと発行しているんですけれども、平成 19 年度からは冊子を発行しませんで、ホームペ7
ージということで公開させていただいておりまして、ホームページということにも係わらず、お手8
元のほうに分厚いもの、ホームページを打ち出したものがございますので参考までに見ていただけ9
ればいいんですけれども。まず「施策編」は平成 23 年度に実施いたします施策についてのことを10 
紹介しています。これ以外に今度は「実績編」というものを 12 月ぐらいにまた発行するようにし11 
ておりまして、それは実際に行ったことを盛り込むようにしております。内容についてはこと細か12 
にはご説明いたしませんけれども、これを県民の皆さんに見ていただいて、県が行おうとしている13 
施策を広く知っていただこうというような趣旨でございまして、今年度からこれは県議会の常任委14 
員会のほうの指摘もございまして、ホームページを目の不自由な方にも音で聞いていただけるよう15 
にということで、音声で確認していくようなことも今作業中でございますので、念のために申し添16 
えておきます。以上でございます。17 

 18
はい。それでは、引き続き資料６のほうから説明をさせていただきます。平成 22 年度の公共用19 
水域及び地下水の水質測定結果がまとまりましたのでご報告します。まず１ページですが、有機性20 
の汚濁指標であるBODとかCODとかの生活環境項目ですが、ご覧のような河川、湖沼、海域の21 
各河川等の測定地点で測定した結果でございますが、(２)の BOD、CODについてですが、一級河22 
川、二級河川、都市河川等については「概ね清浄」、あるいは「清浄」ということで、例年と特に変23 
わりませんでした。それから湖沼のほうですが、こちらのほうはやはり改善等が進まないというこ24 
とで、汚濁の状況が引き続き続いておるということで、湖山池とかについては特にCODとかも、25 
平成22年度は高い値を示しておりました。海域についても、ほぼ「概ね清浄」、あるいは「清浄」26 
ということでございます。開いていただいて２ページのほうですが、環境基準の適合状況でござい27 
ます。まず河川のほうで、千代川等一級河川についてですが、日野川の生山で環境基準がひとつ１28 
地点、不適合となった以外は全て適合でしたが、原因につきましては雨量が若干少なかったようで29 
ございまして、その影響が上流側でも出たかなあという具合に考えております。湖沼については、30 
境水道の中央部以外は全ての地点で不適合ということで、なかなか湖沼の水質改善が進んでいない31 
状況でございます。海域について美保湾の１地点、境水道を出たところの地点でございますが、そ32 
この１地点で環境基準に不適合だったということで、一部その時期によっての中海の水質汚濁の状33 
況が影響したものかという具合に考えております。それから健康項目でございますが、こちらのほ34 
うは中海のほう素以外は全て環境基準に適合ということで、中海の環境基準超過につきましては、35 
海水に含まれるほう素の影響を受けたものということに考えております。36 
続きまして３ページですが、地下水の水質調査結果でございます。まず概況調査でございますが、37 
これは各市町村とかを定期的に測定をしているところでございますが、平成 22 年度は鳥取市の１38 
件と北栄町の１件について汚染が見つかりました。鳥取市のほうは自然的由来による汚染と推定さ39 
れたんですが、北栄町のほうについては周辺の井戸等も 14 箇所について井戸等を調査をしたとこ40 
ろですが、本日ご出席の矢野先生のほうにもいろいろご指導いただきながら、過去、局所的に存在41 
する泥層に蓄積された地層等が原因する。又あるいは近隣に温泉も出たところでもございますので、42 
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そういったところの影響ではなかろうかということで、今後も継続した監視をしようということに1
しているところでございます。その他、開いていただいて４ページのほうですが、従来から汚染井2
戸については継続調査をしているところですが、こちらのほうも引き続き環境基準に適合していな3
い状況が続いているということになっております。4
それから次、資料７のほうですが、大気汚染の調査結果でございます。二酸化いおう、一酸化炭5
素、二酸化窒素については全ての地点で環境基準に適合をしておりましたが、浮遊粒子状物質、小6
さい塵のような物質ですが、長期的評価の環境基準というのは達成している。長期的評価というの7
は１日平均の高いほうからの２％高い値を削除して、基準に適合しておれば達成という評価の仕方8
でございますが、長期的評価の環境基準は達成しておりましたが、短期的評価、全てのデータでは9
達成しなかったということでございます。春先の黄砂の飛来とかの原因かなあという具合に考えて10 
いるところでございます。それから、光化学オキシダントでございますが、これは全ての地点で環11 
境基準は達成できなかったということです。ただ、幸いにも緊急時の基準(注意報レベル 0.12ppm)12
というような高い値には至らなかったということで、こちらの光化学オキシダントについては、全13 
国の測定局で環境基準を達成した局というのは0.1%でございますので、全国的にも依然としてこう14 
いう光化学オキシダントの値は高い状態が続いているということでございます。それから、有害大15 
気汚染物質モニタリング調査の結果については、全て環境基準を達成しておりましたし、指針値が16 
定められておりますアクリロニトリル等の物質についても全ての地点で指針値以下でございました。17 
続きまして資料８でございますが、一般環境中のダイオキシンの調査結果でございます。大気、水18 
質、底質も含めて、地下水、土壌、全ての項目、全ての地点で環境基準を達成しておりましたし、19 
数値についても全国等を比べると非常に低い値であったということでございます。以上です。20 

 21
（檜谷会長）22 
はい。ありがとうございます。それでは、資料４から８についてご意見、ご質問がありましたら23 
お願いいたします。どの資料からでも結構ですので。どうぞ。24 

 25
（松本委員）26 
資料６の地下水の調査結果ですけど。調査して対策等で井戸の所有者への周知と飲用指導という27 
ことなんですが、もうすでにそういう指導はしてあるということですか。28 
 29
（事務局）30 
そうです。雑用とかに使っておられるので、特に飲用には供さないで欲しいとか、注意事項につ31 
いては周知をさせていただいております。32 

 33
（檜谷会長）34 
よろしいでしょうか。はい。その他ありませんでしょうか。いかがでしょうか。たぶん資料が届35 
いたのが大変遅かったようで、まだ詳細に見ていただけていないのかもしれませんけども、まだ1536
分ぐらいありますのでじっくり見ていただいて。ご質問があればと思っておりますけれども。どう37 
ぞ。 38

39 
（岡委員）40 
資料６なんですけれども、湖沼で富栄養化とか汚濁とかが見られるんですけれども、改善してい41 
く方策など何かあるのでしょうか。42 
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1
（檜谷会長）2
資料６の湖沼の汚濁についてですが。 3

4
（事務局）5
湖山池・東郷池・中海それぞれの各湖沼について、中海については法定計画で水質浄化計画とい6
うか、そういったものを定めておりますし、湖山池・東郷池についても計画を定めて、その計画の7
中に下水道とかの整備による流入負荷の削減ですとか、そういった生活排水対策だったりを取り入8
れて。それからまたその他については、農業からの側条施肥田植機だったり、適正な肥料の量だと9
か、そういったものの周知なりを図って実施はしているところでございますが。各市町村さんのほ10 
うで下水道の面整備とかも進んでいるところですが、なかなか一回汚してしまった湖沼については、11 
内部からの溶質の負荷もございますし、水質データとしてこのくらい下水道を整備したから、ぐっ12 
とそれの成果がこのくらい出てきているという、目に見えたなかなか改善には今至ってないところ13 
が現状でございます。だから、それぞれ地域の皆さんがアダプトプログラムでごみなりの除去とか、14 
そういったものの共同した浄化対策なりを今後もずっと継続しながら、水質浄化に努めているとこ15 
ろでございます。以上です。16 
 17
（檜谷会長）18 
よろしいでしょうか。はい。追加で。 19

20 
（法橋部長）21 
ちょっと補足しておきますと、確かに県内の湖沼、これは問題をたくさん抱えております。です22 
から、これはやっぱり環境を改善していかなくちゃいけないという考えは我々認識しております。23 
ただ、環境基準でもCODという環境基準、これ自体がやはりちょっと環境基準として問題がある24 
んじゃないかという声もあります。これだけいろんな形で負荷を削減していくんですけども、ひと25 
つには先ほど広田が言いましたように、湖沼の環境はレジームシフトを起こすとなかなか負荷を削26 
減しても、それが実際問題水質に反映してこないということもあるかもしれませんが、この COD27
自体が非常にある意味では日本独特な測り方をしているというようなこともあって、本当にこうい28 
ったものが環境基準としてふさわしいのかどうなのかということが、やっぱりちょっと問題になっ29 
ていることもありまして。環境省のほうでも環境基準指標の見直しというものを今検討しているよ30 
うでございますので、ちょっとこのCODの評価についてはもういっぺん再評価してみないといけ31 
ないのかなあというふうに思っているところです。ただ、その指標はともかくとして、県内の中海、32 
東郷池それから湖山池。それぞれが環境的に十分満足ができる状態ではありませんので、そういっ33 
たものを透明度を増す取組みですとか、それから生態系をもういっぺん復元するような、そういっ34 
た取組み。いろいろな取組みがありますけど、一つには浅場を作って、そこに沈水植物をもういっ35 
ぺん復元するであるとか、そういった諸々の取組みをそういった外部からの負荷の削減と併せて実36 
施しているところでございます。そういったものの成果をきちんと見ながら有効なものについては37 
事業を拡充していくと。対策を拡充していくと、そういうふうに考えております。38 

 39
（檜谷会長）40 
よろしいですか。他に。はい。41 

 42
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1
（髙島委員）2
大気になるのか水になるのか分からないんですけど、福島の原発で今、朝日新聞とか毎日のよう3
に各地方の天気予報みたいに、放射性の何ベクレルかなあ、そういう単位は分かりませんけども、4
出ているんです。前は湯梨浜で測定された、これは新聞ですけど。後は松江で測定されたのか、こ5
れはたぶんどっかで定期的に測られているんでしょうけど。特に想定外という言葉を使えば、島根6
原発だって鳥取県は風下ですよね、どう考えても。何かあった時にすぐそれから測定体制を立ち上7
げてといっても、おそらく今回の事例を見てもなかなか難しいんではないかと思うんですけども。8
こういう二酸化いおうとか、いろいろこういう報告がありますけども、その中にそういう放射性物9
質の濃度を定期的に定点観測するとかということは必要ではないのか、又はされているのか、ちょ10 
っとそのへんを教えていただきたいんですけど。11 

 12
（檜谷会長）13 
はい。そのへんをご説明いただいて。 14

15 
（事務局）16 
前回のこの環境審議会でも、そういった測定状況についてもお聴きをいただいたものですから、17 
もしかしたら今日も聴かれたりするかもしれないということで、資料は準備をしてきたんですが、18 
一応これらの調査結果というのは逐次まとまり次第というか、県のホームページでもオープンにし19 
ておりますし、ひと月ごとのデータというのは新聞記者さんというか、資料提供もして、記事がな20 
い時とかには記事になったりはしておりますが、それらを若干まとめたものをお手元に今お配りを21 
しましたので、若干説明をさせていただきたいと思います。１番ですが、空間線量測定ということ22 
でモニタリングポストというものを、これは１時間毎に連続して測定をしているものでございます。23 
先ほど委員のほうからもおっしゃられた湯梨浜町にございます衛生環境研究所で１時間毎にデータ24 
をずっと測っておりますが、一応３月から８月までの値でいきますと、0.056～0.087ということで、25 
(３)のほうに平成 19年から 23年３月までの値を示しておりますが、0.036～0.110ということで、26 
福島原発の事故以前の状況とさほど変わらない状態だということにしております。それから、そこ27 
の湯梨浜町以外の状況ですが、(２)のほうで衛生環境研究所でも測っているわけですが、境港の市28 
役所、それから先ほどおっしゃったように、西部のほうで境港市役所の他、県立武道館、西部総合29 
事務所、日野総合事務所、それから東部総合事務所なり、そちらある程度島根原発も意識しながら、30 
そういった測定地でも毎週１回測定をしております。そこでのデータというのが、そちらだいたい31 
どこも0.05～0.08の値で、県下どちらの地域についてもさほど変化がないということです。(３)の32 
過去のモニタリングポストの測定値ですが、平成 23年３月 31日と書いてありますが、これは 2233
年の間違いです。前年度の３月までの値でいくと 0.036～0.110ということで、22年に直しておい34 
ていただけますか。それから、福島原発なりの状況も含めて、このたび国の第２次補正予算におい35 
て全国の測定体制を強化しようということになっておりますので、今ご説明を申し上げました１時36 
間の値をずっと取り続けていくようなモニタリングポストについても、追加台数が５ということ。37 
それから、ゲルマニウム半導体検出器ということで、梨ですとか、米ですとか、肉とかの直接放射38 
線各種を精密に検査する装置ですが、これも１台追加ということで。あとサーベイメーターだとか、39 
資料を収集するエアーサンプラーとかについても、３台ずつ追加ということで、県下こういったモ40 
ニタリングをずっと継続している上に、今後、年度末までにはこういったモニタリング体制の強化41 
ができるかなあということで、一層県民の安全・安心に向けたモニタリング体制を整えているとい42 
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う状況にございます。以上です。1
（檜谷会長）2
どうもありがとうございます。よろしいでしょうか。他にご意見とか、ご質問とか、ございませ3
んでしょうか。皆さんにご協力いただいてだいたい時間内に終わりそうですけど。ないようでした4
ら事務局のほうからありますでしょうか。次回は３月ということになるんでしょうかね。5

6
（事務局）7
次回は１月ぐらいにお願いするかも分かりません。8

9
（檜谷会長）10 
たぶん盛りだくさんに・・・今日伺ったところ。実行計画等ですかね。いろいろあると思います。11 
これから皆さんにたぶん連絡がいって、ご意見をいただくようになると思いますので、よろしくお12 
願いいたします。それでは、ないようでしたら、以上を持ちまして今日の会議は終了させていただ13 
きます。ご苦労様でした。14 
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